
＜直面した課題と対応状況＞
・ 整備場所が離島や気象海象の影響を受けやすい難所且つ僻地で、船舶を使用しなけ

れば施工できないなどの条件がある地域については、工事を受注できる施工業者が限
られていることから、入札参加資格を広げ、より広く入札参加者を募るなどの措置を行い
契約、履行した。

・ 整備対象の航路標識が近傍にある場合は、整備工事を一括で契約することにより、資
材の一括調達が可能となり、施工コストを縮減することができた。

・ 施工に伴い航路標識の利用者に対する事前周知や関係各所との各種手続きが必要で
あるが、十分な時間をかけ計画的に対応することで、施工に影響のないよう履行した。

①①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

1

③目標達成に向けた工夫

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

１１．施策概要
航路標識に使用している機器等について、災害等における安定運用が可能な機器等への換
装を実施する。

２．予算の状況（加速化・深化分）

【【６３－４】航路標識の耐災害性強化対策（信頼性向上対策）【国土交通省】（１／２）

＜KPI・指標の定義＞
(災害等に強い機器等の整備（信頼性向上対策）を実施した箇所)／(災害等に強い機
器等の整備（信頼性向上対策）が必要な箇所)×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
災害等に強い機器等の整備を実施することで、KPI指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
整備を実施する以外にKPIの変化に影響を与える要素はない。

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況
※

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】災害時でも信頼性向
上及び安定運用を図るため、
災害に強い機器等（817箇所）
の整備率

補足
指標

％ 22（R2） 39 57 69 75
100

（R12）
83

（R7）

【国交】航路標識（全国：5,125
か所）のうち、災害時の信頼
性向上及び安定運用に必要
な機器等（新光源（LED）機
器：460か所、耐波浪型LED機
器：1,480か所、船舶通航信号
所関連機器：324か所、老朽
機器：267か所）の整備完了率

補足
指標

％ 22（R5） - - 22 24
100

（R17）
-

５か年

【国交】災害時でも信頼性向
上及び安定運用を図るため、
災害に強い機器等（817箇所）
の整備率

KPI ％ 22（R2） 39 57 69 75 -
83

（R7）

アウトカ
ム

中長期 - - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6※ R7 累計

インプット

予算額（国費） 770 0 1,635 59 36 2,501

執行済額（国費） 738 0 1,403 0 2,142

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 航路標識の信頼性向上及び安定運用を図るため、災害等に強い機器を整備する
ことで、船舶交通の安全を確保することができる817箇所の航路標識等を選定し、
令和12年度末に整備を完了することを目標に設定。

・ ５カ年加速化対策の目標値は、機器の老朽度、航路標識の重要度を踏まえ、特に
優先度の高い箇所を早期に整備することとし、83％に設定。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 離島や気象海象の影響を受けやすい悪条件下に設置された航路標識が多いため、
年間に受注、施工が可能な業者が限られることから、管轄する管区、地域ごとに整
備する箇所数を配慮し、予算を投入。

対策の優先度等の考え方

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 船舶交通のふくそう海域や離島など、海上輸送による人流・物流の途絶を防止す
る必要性が高い地域に所在する標識について、優先して対策を実施。

②網代埼灯台
（島根県岩美郡

①落石岬灯台
（北海道根室市

②網代埼灯台
（工期短縮の取組事例）

①落石岬灯台
（工期短縮の取組事例）

＜地域条件等＞上記に記載した通り。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

協議、届出等を事前に行うことにより冬期作業を回避し全体の工期を短縮

■信頼性向上対策が必要な航路標識817個所について、順調に対策は進捗している。

■一方で、災害発生時においても、安定的に航路標識機能を維持できるよう、引き続
き航路標識の信頼性向上対策を図っていく必要がある。

④④目標達成の見通し

2

②効果事例の概要（個別地域の例）

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

【６６３－４】航路標識の耐災害性強化対策（信頼性向上対策）【国土交通省】（２／２）

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

＜目標達成見通し判断の考え方＞
■ 単年度の予算及び工事により対策が完了する施策であり、予算執行とKPI率は

比例する。KPIは計画どおり推移しており、目標を達成する見込み。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
■昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえて、コスト縮減等の工夫を図ることで対応。

＜加速化・深化の達成状況＞

施策名
当初計画における
令和７年度目標

加速化後の
令和７年度目標

完了時期の考え方

航路標識の耐災害性強化対策
（信頼性向上対策）

６４％ ８３％

４．整備効果事例
①効果事例の概要（全国的な状況）

○航路標識の信頼性向上及び安定運用を図るため、災害等に強い機器等の整備を実施

＜取組状況＞

■ 鹿児島県薩摩川内市の中甑導流堤西灯台は消灯すると、夜間、船舶が港の入り口の
把握が困難になり、安全に船舶が航行することができず、島民生活に影響を及ぼす可
能性があることから、台風等の停電時等においても安定的に灯台機能を維持すること
が課題となっていた。

■ このため、災害等に強い灯台機器等の整備（灯台光源のLED化、電源の太陽電池
化・電力線路の撤去等）を実施。

■ 令和４年台風第14号では、暴風を伴う波浪（最大波高約６m）を周囲海域で観測したが、
波浪によるLED灯器の損壊や消灯被害を防止し、航路標識の機能を維持した。

＜効果発現に関するデータ＞

＜取組状況＞

＜効果事例＞航路標識の信頼性向上により、災害時等においても安定運用が可能

＜災害外力に関するデータ＞

電力線路の撤去等）を実施。

和 年台風第 号 は 暴風を伴う波浪（最大波高約 ）を周囲海域 観測し

果発現に関するデータ＞

■ 平成24年10月に発生した台風第17号では、静岡県静岡市
で暴風を伴う波浪（最大波高約６m）を周囲海域で観測。
電力線が切断し、灯台が消灯した。

電力線の切断

切断

（H24.10 用宗港沖西防波堤東灯台）

太陽光発電等への変更により

災害時も灯台機能維持

電力線の切断等ににににに電力力線の切断等にに力力線の切断等に等等等等に
より灯台機能停止

電力線路で給電

災害発生 対
策

%

整備を実施した箇所（～令和6年度末）

■本対策により、令和７年度時点の整備水準を19％向上

※令和6年度末までに整備が完了または実施が決定している箇所数

0

50

100

2
3

4
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【【６４－１】空港の耐災害性強化対策（護岸嵩上げ・排水機能強化による浸水対策）【国土交通省】（１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

高潮・高波・豪雨等による空港施設への浸水を防止するため、護岸の嵩上げや排水機能の強
化を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
①（護岸の嵩上げや排水機能の強化等の浸水対策を完了した空港数）／（全国の空港のネットワークの拠点となる２３空

港）×100
②（護岸の嵩上げや排水機能の強化等の浸水対策を完了した空港数〔新たに対策する範囲は今後の気候変動を影響を

考慮した災害外力の見直しを実施〕）／（全国の空港のネットワークの拠点となる２３空港）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
浸水対策の整備が完了した場合にＫＰＩ・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
特になし

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】護岸の嵩上げ
や排水機能の強化等
の浸水対策により、高
潮・高波・豪雨等による
空港施設への浸水の
防止が可能となる空港
の割合（①）

補足
指標

％
26

（R1）
35 39 39

100
（R11）

－

５か年

【国交】護岸の嵩上げ
や排水機能の強化等
の浸水対策により、高
潮・高波・豪雨等による
空港施設への浸水の
防止が可能となる空港
の割合（①）

KPI ％
26

（R1）
35 39 39 -

87
（R7）

中長期

【国交】航空ネットワーク
の拠点となる空港(23空
港)における護岸の嵩上
げや排水機能の強化等
の浸水対策の完了率
（②）

補足
指標

％
48

(R6)
- - -

100
(R22)

-

補足
指標

％
48

(R6)
- - -

91
(R12)

-

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

＜地域条件等＞

1

※
※ 2,900

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） - - - - - -

執行済額（国費） - - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

● 航空輸送上重要な空港（13空港）
（緊急輸送の拠点となる空港のうち、特に、航
空ネットワークの維持、背後圏経済活動の継
続性確保において重要と考えられる空港）

● その他の国管理空港（10空港）

全国の空港のうちネットワークの拠点となる２３空港を
対象に護岸の嵩上げや排水機能の強化を実施

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・空港における防災・減災、国土強靱化を加速化・深化させるため、国管理空港など
のネットワークの拠点となる空港（２３空港）において、R７年度までの５か年におけ
る集中的な対策を実施することにより、完了目標時期の前倒しを図る。

予算投入に
おける配慮
事項

・全国の空港のネットワークの拠点となる２３空港を対象に予算投入を図る。

地域条件等
を踏まえた
対応

・全国の空港のネットワークの拠点となる２３空港を対象に護岸の嵩上げや排水機能の強化を
実施する。

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を実施し対応。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

④コスト縮減取組事例
（新潟空港）

②コスト縮減取組事例
（高知空港）

③コスト縮減取組事例
（広島空港）

〈コスト縮減の取組事例〉
既存の施設を有効活用した改良工法によりコスト縮減が可能。

①コスト縮減取組事例
（鹿児島空港）

①コスト縮減の取組事例（鹿児島空港）

側溝敷設替えと内面ライニングシート施
工の施工性を比較し、内面ライニング
シート施工を採用したことでコスト縮減を
図った【▲約500万円】

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
各空港の護岸嵩上げ・排水機能強化については、施工範囲が広範囲に及ぶことか
ら複数年の整備期間を経る必要がある。
令和７年度末の達成目標は87％（20空港完了）であるが、周辺環境に配慮した地
元水利関係者との調整に期間を要したこと、工事区域の流域の見直しに伴い排水
設計の時期を遅らせる必要が生じたことなどの理由から、達成率が78％（18空港完
了）となる見込みとなっており、目標達成が困難な状況にある。

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

空港における、護岸の嵩上げや
排水機能の強化等の浸水対策

令和12年度 令和11年度
過去の事業規模と施工量を考慮して完了
時期を設定しており、５か年加速化対策に
より更に前倒し。

＜加速化・深化の達成状況＞
本対策により完了時期を１年前倒し

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
今後の気候変動（平均気温2℃上昇/2040年想定）の影響を考慮し、災害外力の見直
しを行い浸水対策を推進。

【６６４－１】空港の耐災害性強化対策（護岸嵩上げ・排水機能強化による浸水対策）【国土交通省】 （２／４）

2

達成見通し □達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 達成は困難

【国交】航空ネットワーク
の拠点となる空港(23空
港)における護岸の嵩上
げや排水機能の強化等
の浸水対策の完了率
（②）
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【【６４－１】空港の耐災害性強化対策（護岸嵩上げ・排水機能強化による浸水対策）【国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

【概要】
高潮・高波・豪雨等による空港施設への浸水を防止するため、護岸の嵩上げや排水機能の強化を実施する。

【整備効果】
高潮・高波・豪雨等による空港施設への浸水の防止が可能となる。

着陸帯の冠水 排水機能の強化既存護岸の嵩上げ

浸水対策 既設護岸の嵩上げ 排水機能の強化

対策済

関西、中部、新潟、松山、
長崎、宮崎
（６空港）

成田、中部、関西、大阪、稚内、
釧路、仙台、高松、北九州、長崎
（１０空港）

対策中

東京、北九州、大分、那覇
（４空港）

新千歳、函館、東京、新潟、広島、
松山、高知、福岡、熊本、大分、
宮崎、鹿児島、那覇
（１３空港）

3

【【６４－１】空港の耐災害性強化対策（護岸嵩上げ・排水機能強化による浸水対策）【国土交通省】 （４／４）

②効果事例の概要（個別地域の例）

令和４年７月の大雨において、仙台空港では過去に浸水被害のあった降雨量と同程度の降雨を観測したが、排水機能強化による浸水対策を実施していたこと
から、同様の浸水被害は生じなかった。

排水機能強化による浸水対策（概念図）27 9
18

24.5mm
24 103.5mm

4 7 26mm
24 98.5mm

エプロン排水溝冠水

対策後

４．整備効果事例

対策前

今後の気候変動（平均気温2℃上昇/2040年想定）の影響を考慮し、災害外力の見直しを行い浸水対策を推進。

4
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【【６４－２】空港の耐災害性強化対策（滑走路等の耐震対策）【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

地震発生後における救急･救命活動等の拠点機能の確保や航空ネットワークの維持を可能と
するため、滑走路等の耐震対策を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
①（滑走路等の耐震対策〔液状化対策〕を完了した空港数）／（全国の空港のネットワークの拠点となる

２３空港）×100
②（滑走路等の耐震対策〔液状化対策・地盤変状対策〕を完了した空港数）／（全国の空港のネットワーク

の拠点となる２３空港）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
滑走路等の耐震対策整備が完了した場合にＫＰＩ・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
特になし

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】滑走路等の耐震
対策により、地震発生後
における救急･救命活動
等の拠点機能の確保や
航空ネットワークの維持
が可能となる空港の割合
（①）

補足
指標

％
70

（R1）
74 78 78

100
（R11）

－

５か年

【国交】滑走路等の耐震
対策により、地震発生後
における救急･救命活動
等の拠点機能の確保や
航空ネットワークの維持
が可能となる空港の割合
（①）

KPI ％
70

（R1）
74 78 78 -

87
（R7）

中長期

補足
指標

％
61

(R6)
- - -

100
(R17)

-

補足
指標

％
61

(R6)
- - -

65
(R12)

-

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・空港における防災・減災、国土強靱化を加速化・深化させるため、国管理空港など
のネットワークの拠点となる空港（２３空港）において、R７年度までの５か年におけ
る集中的な対策を実施することにより、完了目標時期の前倒しを図る。

予算投入に
おける配慮
事項

・全国の空港のネットワークの拠点となる２３空港を対象に予算投入を図る。

地域条件等
を踏まえた
対応

・全国の空港のネットワークの拠点となる２３空港を対象に滑走路等の耐震対策を実施する。

＜地域条件等＞

２．予算の状況（加速化・深化分）

※
※ 11,300

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） - - - - - -

執行済額（国費） - - - - - -

● 航空輸送上重要な空港（13空港）
（緊急輸送の拠点となる空港のうち、特に、航
空ネットワークの維持、背後圏経済活動の継
続性確保において重要と考えられる空港）

● その他の国管理空港（10空港）

全国の空港のうちネットワークの拠点となる２３空港を対象に耐震対策を実施

1

③③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
耐震対策を実施するためには、コンクリート上からの地盤改良は困難であるため、
コンクリート舗装のエプロンを撤去した後に地盤改良をする必要がある。このため、
老朽化によるコンクリート舗装の打換えのタイミングに合わせて耐震対策を実施。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
・ 令和５年度末時点で耐震対策（液状化対策）済みの空港は18空港であり、その他2空

港についても既に工事着手しており、令和７年度末の目標の87%（20空港完了）は達
成する見込みである。 20 87%)

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

滑走路等の耐震対策 令和12年度 令和11年度
過去の事業規模と施工量を考慮して完了
時期を設定しており、５か年加速化対策に
より更に前倒し。

＜加速化・深化の達成状況＞
本対策により完了時期を１年前倒し

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
・能登半島地震の被災を踏まえた盛土空港の地盤変状対策を追加して耐震対策を推進。

コンクリート舗装上からの地盤改良は
困難なため、老朽化対策と耐震対策の
両対策を一緒に進めることになり費用
削減効果を図っている。

工期短縮の取組例＞＞＞

コスト縮減の取組事例
（宮崎空港）

コスト縮減の取組事例
（東京国際空港）

【６６４－２】空港の耐災害性強化対策（滑走路等の耐震対策）【国土交通省】（２／２）

①コスト縮減の取組事例（宮崎空港）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）
【概要】

耐震対策（液状化対策）

対策済
（１８空港）

成田、関西、大阪、中部、函館、釧
路、稚内、仙台、新潟、広島、高松、
松山、高知、北九州、長崎、熊本、
大分、鹿児島

対策中
（５空港）

東京、新千歳、福岡、宮崎、那覇

全国のうちネットワークの拠点となる23空港に対し滑走路等の耐震対策を実施。

②効果事例の概要(個別地域の例）

令和4年3月16日に発生した福島県沖を震源とする地震により仙台空港では震度５強
を観測したが、３か年緊急対策において滑走路の地盤改良工事（液状化対策）を行い、
耐震性が確保されていたことから被害は生じなかった。

耐震対策 （概念図）

液状化による舗装沈下状況
→ 復旧に約１ヶ月間を要した

事前に耐震対策を実施していたため、
液状化による被害は発生せず、早期供
用が可能であった。

【東日本大震災時（2011年3月）の仙台空港】

対策済みの滑走路と未対策の誘導路で被害の発生状況に差が確認された。

滑走路：対策済 誘導路：未対策

コンクリート舗装の打換え（撤去、復旧）

地震発生後における救急･救命活動等の拠点機能の確保や航空ネットワークの維持
が可能となる。

【効果】

能登半島地震の被災を踏まえた盛土空港の地盤変状対策を追加して耐震対策を推進。

2

【国交】航空ネットワーク
の拠点となる空港(23空
港)における滑走路等の
耐震対策の完了率（②）

【国交】航空ネットワーク
の拠点となる空港(23空
港)における滑走路等の
耐震対策の完了率（②）
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【【６４－３】空港の耐災害性強化対策（空港ターミナルビルの電源設備等の止水対策）【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

高潮・高波・豪雨等による空港施設への浸水を防止するため、電源設備への止水扉設置等に
よる浸水対策を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞

（電源設備への浸水対策が完了した空港数）／（全国の95空港）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

全国の空港において、電源設備への止水扉設置等を実施することによって、

対策済みの空港数が増加し、KPI・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

特になし

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】電源設備への
止水扉設置等の浸水
対策により、高潮・高
波・豪雨等による電源
設備への浸水の防止
が可能となる空港の割
合（対象95空港）

補足
指標

％
73

（R2）
76 78 89

100
（R22）

-

【国交】電源設備への
止水扉設置等の浸水
対策により、高潮・高
波・豪雨等による電源
設備への浸水の防止
が可能となる空港の割
合（対象95空港）

補足
指標

％
73

（R2）
76 78 89

93
（R12）

-

５か年

【国交】電源設備への
止水扉設置等の浸水
対策により、高潮・高
波・豪雨等による電源
設備への浸水の防止
が可能となる空港の割
合（対象95空港）

KPI ％
73

（R2）
76 78 89 -

85
（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・目標値は、各空港が位置する都道府県の自治体が公表している想定される最大
規模の浸水想定区域（ハザードマップ）を踏まえて設定

予算投入に
おける配慮
事項

・民間企業において実施する事業であり、国の予算を投入していない施策であるが
毎年フォローアップを実施

地域条件等
を踏まえた
対応

・自治体が公表する浸水想定を踏まえ、対策の必要性を判断

＜地域条件等＞

※

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） - - - - - -

執行済額（国費） - - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

自治体が公表する浸水想定を踏まえ、対策の必要性を判断

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
特になし

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

工期短縮の取組事例

電源設備の移設について、地上階の既存設置場所から屋上屋外型へ直接移設
することにより、仮設置が不要となり、既設から新規の切替が素早くなり工期短縮
に繋がった。

1

■ 特になし

④④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
全国の空港において、高潮・高波・豪雨等による電源設備への浸水の防止が可
能となる電源設備への止水扉設置等を実施
毎年のフォローアップで対策の必要性を促すことにより、令和５年度末は85空港
（89%）が対策済みであり、令和７年度末には86空港（91%）が対策完了の見込み
である。（令和７年度末の目標（85%）は既に達成済み）

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
・特になし

【６６４－３】空港の耐災害性強化対策（空港ターミナルビルの電源設備等の止水対策）【国土交通省】 （２／２）

②効果事例の概要（個別地域の例）

概 要
関西国際空港では平成30年台風21号により、浸水
被害、電源喪失被害、アクセス機能損失被害等を
受けた。
その浸水被害を受けて、護岸の嵩上げ対策等を行
い、浸水対策を行っているが、それでも万が一空港
内に浸水した場合に備え、電気設備等の地上化、
止水板の設置、水密扉の設置を実施している。

効 果
対策以降、台風発生時等において浸水被害には
遭っていない。

＜加速化・深化の達成状況＞
本対策により、令和22年度までの完了を目指して実施。

本対策により、可能な限り早期の完了を目指して実施
本対策により、可能な限り早期の完了を目指して実施

４．整備効果事例

①①効果事例の概要（全国的な状況）

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

空港ターミナルビルの電源設備
等の止水対策

未計画 令和22年度 全国95の空港で対策完了

13

72

10

重ねるハザードマップ（高潮、津波）
（関西国際空港）

対策済みの空港

【効果】 高潮・高波・豪雨等による電源設備への浸水の防止が可能となる。

【概要】 高潮・高波・豪雨等による空港施設への浸水を防止するため、電源設備への止水扉設
置等による浸水対策を実施する。

【取組状況】 毎年、全国95空港のフォローアップを実施し、未対策の空港については整備の必
要性を促している。

電気設備の地上化大型止水板の設置 水密扉の設置

2
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【【６４－４】空港の耐災害性強化対策（空港ターミナルビルの吊り天井の安全対策）【国土交通省】 （１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

地震により落下等の可能性が懸念されるターミナルビルの吊り天井について、所要の安全対
策を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞

（吊り天井の安全対策が完了した空港数）／（全国95の空港）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

全国の空港において、吊り天井の安全対策を実施することによって、対策済みの空
港数が増加し、KPI・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
特になし

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】ターミナルビル
吊り天井の安全対策
により、地震による吊り
天井の落下事故の防
止が可能となる空港の
割合（対象95空港）

補足
指標

％
64

（R2）
68 72 74

100
（R22）

-

【国交】ターミナルビル
吊り天井の安全対策
により、地震による吊り
天井の落下事故の防
止が可能となる空港の
割合（対象95空港）

補足
指標

％
64

（R2）
68 72 74

93
（R12）

-

５か年

【国交】ターミナルビル
吊り天井の安全対策
により、地震による吊り
天井の落下事故の防
止が可能となる空港の
割合（対象95空港）

KPI ％
64

（R2）
68 72 74 -

75
（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・民間事業者（空港ターミナルビル管理者）の取組み状況を踏まえて設定。

1

※

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） - - - - - -

執行済額（国費） - - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
・ 通常の旅客ターミナル運営を行いながら改修工事を行う必要があり、通常の枠組棚

足場を使用することができないため、吊り足場による工事計画を行い空港運営への影
響を最小限にとどめた。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
・（南紀白浜空港）吊り足場を採用したことにより作業時間の制約がなくなり、足場架

設・解体時以外の夜間作業が不要となったため、効率的な作業スケジュールによる
施工を行うことができた。

予算投入に
おける配慮
事項

・民間事業者（空港ターミナルビル管理者）が実施する事業であり、国の予算を投入
していない施策であるが毎年フォローアップを実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

・民間企業において実施する事業であり、国の予算を投入していない施策であるが
毎年フォローアップを実施

＜地域条件等＞

地域条件によるものではなく、特定天井を有している空港において、対策を実施
するものである。

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
令和５年度末は70空港（74%）が対策済みであり、令和７年度末には71空港（75%）
の目標を達成する見込み
全国の空港において、ターミナル吊り天井の安全対策により、地震による吊り天井
の落下事故防止が可能となる安全対策を実施

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
特になし

＜加速化・深化の達成状況＞
本対策により、令和22年度までの完了を目指して実施。

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

空港ターミナルビルの吊り
天井の安全対策

未計画 令和22年度 全国95の空港で対策完了

【【６４－４】空港の耐災害性強化対策（空港ターミナルビルの吊り天井の安全対策）【国土交通省】 （２／２）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

＜ターミナルビルの吊り天井の事例（安全対策後）＞

対策前 対策後

②効果事例の概要（個別地域の例）

対策は全国の95空港のうち、51空港は特定天井を有していない、19空港は
対策実施済み、25空港は実施中または実施に向け検討中である。

51

19

25

本対策は建築基準法の天井脱落に係る規定に基づき対策を講じることとさ
れており、天井脱落対策に係る基準に適合することが必要とされている。

和歌山県の南紀白浜空港では、本対策において実施した特定天井の改修工
事を実施し、安全性向上に寄与した。
ターミナルビル管理者に対して対策の実施を要請し、以降実施状況について
毎年フォローアップを実施している。
対策を実施することで、地震による吊り天井の落下事故の防止が可能

工事中 工事中（吊り天井）

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

特になし

2
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【【６４－５】空港の耐災害性強化対策（空港の無線施設等の電源設備等の浸水対策）【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

高潮・高波・豪雨等による空港施設への浸水を防止するため、電源設備への止水扉設置等に
よる浸水対策を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※本対策については加速化・深化分の予算等を措置していない

＜KPI・指標の定義＞
①（電源設備への浸水対策が完了した空港数）／（全国の95空港）×100
②（空港無線施設等（建物）が、津波・高潮等の水圧を受けても建物の安全性が確保されている空港の数）／（全国の95空

港）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
全国の空港において、電源設備への止水扉設置等を実施することによって、対策済みの空港数が増加し、
KPI・指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
特になし

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7

うち5か年

中長期

【国交】電源設備への
止水扉設置等の浸水
対策により、高潮・高
波・豪雨等による電源
設備への浸水の防止
が可能となる空港の割
合（①）

補足
指標

％
76

（R2）
89 94 96

100
（R7）

-

５か年

【国交】電源設備への
止水扉設置等の浸水
対策により、高潮・高
波・豪雨等による電源
設備への浸水の防止
が可能となる空港の割
合（①）

KPI ％
76

（R2）
89 94 96 -

100
（R7）

中長期

【国交】全国の空港(95
港）における空港無線
施設等(建物)の津波・
高潮等の安全対策の
完了率（②）

補足
指標

％
79

（R6）
100

（R22）
-

補足
指標

％
79

（R6）
80

（R12）
-

中長期 - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） - - - - - -

執行済額（国費） - - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰等に加えて、工事の入札不調・不落が発生。
建築物の外壁等の老朽化改修と併せて一体で工事を発注することにより、仮設物の共有
や諸経費の削減によるコスト縮減を行うとともに、発注工事の規模を大きくし、入札不調・不
落対策を実施し、対応。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

【コスト縮減】
・外壁改修工事にて必要となる外部
足場を浸水対策工事における建具
交換工事等でも共有化

＜▲1,000千円＞

・外壁改修と浸水対策を一体工事と
して発注することによる現場諸経
費の削減

＜▲10,000千円＞

【不調・不落対策】
・工事規模の拡大

外部足場の共有

○コスト縮減、不調・不落対策の取組事例
（福岡県北九州市）

＜地域条件等＞
・自治体が公表する浸水想定を踏まえ、
対策の必要性を判断

1

②対策の優先度等の考え方、地域条件等
対策の優先度等の考え方

目標値の考え方、
見直し状況

・ 目標値は、各空港が位置する都道府県の自治体が公表している浸水想定区域（ハザードマップ）を踏
 まえて設定。

予算投入における
配慮事項

・ 社会資本整備重点計画等に定めた目標の確実な達成を図るため、各事業の必要性・緊急性を総合
的に勘案して実施する。

地域条件等を踏ま
えた対応

・ 自治体が公表する浸水想定を踏まえ、対策の必要性を判断

④④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
■ 令和５年度末時点では91空港まで目標達成しており、４空港も着手していることか

ら、令和７年度末には95空港（100%）が目標を達成する見込みである。

達成見通し □達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

空港無線施設等の電源設備へ
の止水扉設置等の浸水対策

可能な限り早期 令和７年度
令和2年10月時点の自治体ハザードマップの
公表状況による事業規模と毎年度の平均的
な予算規規模により算定

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
■ 最新のハザードマップに基づく災害外力の見直し等を行い、津波・高潮等による水

圧を考慮した建物の補強、建替等による浸水対策を推進。

【６６４－５】空港の耐災害性強化対策（空港の無線施設等の電源設備等の浸水対策）【国土交通省】 （２／２）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

■ 5か年加速化対策等により実施している空港無線施設等の電源設備等の
浸水対策は、全国各地で整備を進めている。

○３か年緊急対策、５か年加速化対策等により全国の空港において、高潮・
高波・豪雨等による空港施設への浸水を防止するため、電源設備への止水
扉設置等による浸水対策を実施。

取組状況

②効果事例の概要（個別地域の例）

富山県富山市に位置する富山空港では、空港の西側を流れる神通川の河川氾濫による
洪水浸水想定があり、空港事務所庁舎と無線局舎が浸水エリアに位置している。本対策
において実施した空港事務所庁舎及び無線局舎への止水扉の設置等の対策を行い、
河川氾濫時における電源設備への浸水被害等を防ぐことが可能となる。

＜取組状況＞
■ 洪水等の自然災害発生時において、航空機の運航に必要となる通信や 管制を行

うための無線施設等の機能を確保する必要がある。
空港事務所庁舎及び無線局舎への浸水を防止するため、無線施設等の 電源設
備等への止水扉設置等による浸水対策を実施。

富山空港浸水想定図（河川氾濫）

無線局舎：庁舎：
想定浸水深 約1.1m 想定浸水深 約3.7m

■ 最新のハザードマップに基づく災害外力の見直し等を行い、津波・高潮等による水
圧を考慮した建物の補強、建替等による浸水対策を推進。

2

【国交】全国の空港(95
港）における空港無線
施設等(建物)の津波・
高潮等の安全対策の
完了率（②）
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【【６４－６】空港の耐災害性強化対策（空港BCPの実効性強化対策）【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害時における滞留者対応や施設の早期復旧等を図るため各空港で策定された対応計画
（「A2-BCP」）に基づき、空港関係者やアクセス事業者等と連携し、災害時の対応を行うととも
に、訓練の実施等による対応計画の実効性の強化に努める。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※

＜KPI・指標の定義＞
（対応計画の実効性の強化のための訓練等を実施した空港数）／（全国95の空港）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

全国の空港において、対応計画の実効性強化のための訓練等を実施した空港数
が増加し、KPI・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
特になし

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】「A2-BCP」に基
づく訓練等の毎年度８
月までの実施率（全95
空港）

補足
指標

％
70

（R2）
92 100 100 100

100
(R7)

-

５か年

【国交】「A2-BCP」に基
づく訓練等の毎年度８
月までの実施率（全95
空港）

KPI ％
70

（R2）
92 100 100 100 -

100
（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） - - - - - -

執行済額（国費） - - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 目標値は、「A2-BCP」に基づく訓練等を毎年度8月までに、全95空港で実施するこ
ととして設定。

予算投入に
おける配慮
事項

・ ソフト対策のため予算投入対象外

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 全国95の空港で一律で実施

1

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
全国の空港において、訓練の実施等による対応計画の実効性の強化を実施
国による全国95の空港への検査もあり、既に令和４年度から目標の100％（毎年
度）に達しており、今後も同様の取組が期待できることから目標を達成する見込み

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

「A2-BCP」に基づく訓練等の実
施

毎年度 毎年度８月まで

年度中実施としていた訓練時期を、
台風や豪雨の多い時期の前の「8月
まで」に行うこととし、実効性強化を図
る。

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
特になし

＜地域条件等＞

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

・ 全国95の空港で一律で実施

ソフト対策のため予算投入対象外

A2-BCP関係者に対して、本訓練に先立ち、被害事例や対策経緯を共有す
る事前訓練を開催し、知識・経験差の軽減に努めた
エリアごとに避難誘導者の役割などを記載した「アクションカード」を取り入れ
た訓練を実施することで、避難誘導についての意識付けと定着を図ることが
できた
訓練の実施条件の見直し（職員の少ない土日や夜間での訓練実施、通常ア
クセスが途絶した場合の訓練）が必要
訓練計画の検討にあたり、他空港での訓練計画が参考になった
外国航空会社の参加率が低いため外国航空会社への呼びかけ強化を実施

■ 本対策により毎年度８月までに訓練を実施

【【６４－６】空港の耐災害性強化対策（空港BCPの実効性強化対策）【国土交通省】 （２／２）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

2

５か年加速化対策により実施している空港BCPの実効性強化対策により、
空港関係者やアクセス事業者等と連携した災害時の対応や訓練の実施
等による対応計画 （「A2-BCP」）の実効性の強化が図られている。

取組状況

避難誘導訓練の様子（東京国際空港）

未経験レベルの大規模な自然災害やそれに伴う
アクセス機能の喪失等外部からのリスクが発生し
た場合においても、我が国の航空ネットワークを維
持し続けることができるよう、全国の空港で策定さ
れた空港ＢＣＰ（Ａ２－ＢＣＰ）に基づき、空港関係者
やアクセス事業者等と連携し、災害時の対応を行
うとともに、訓練の実施等による空港BCPの実効
性の強化に努めている。

• 令和４年８月４日、東京国際空港悪天候(雷雨)の影響で、新千歳空港へ向かう出発便
が遅延し、新千歳空港で滞留者が２０９名発生。

• ＪＲが臨時便、エアラインが臨時バスを手配、北海道エアポート(株)がタクシー会社への
増便要請を行い代替輸送手段確保を実施。それにより滞留者を可能な限り減らすこと
ができた。滞留者に対しては寝具（寝袋、マット）を提供している。

• ＪＲ札幌駅・地下鉄大通駅に設置した運航情報表示端末（ＦＩＳ）により、運航状況に関
する文字情報を多言語表示にて発信し、新千歳空港における滞留者の発生防止に努
めた。

【通常時】
フライト情報を掲載

【災害時】
災害情報を掲載

空港アクセスの出発駅側での情報提供の事例（札幌駅）

②効果事例の概要（個別地域の例）

効果事例

• 既存の方法では整理に時間を要し、情報伝達がスムーズにいかないため
⇒「クラウド型ビジネスチャット」を用いて格段に改善された

• 備蓄品の配布場所と保管場所が離れている
⇒適した保管場所の見直しを検討

• 新千歳空港の訓練視察会の参加者からは「航空会社等との情報共有方法（定
時報告）」、「空港外へ輸送できる人数を想定し、早めに航空会社に運航の調整
を依頼する点」が参考になったという意見を得て、他空港の訓練視察することも
実効性強化に繋がった。

他空港訓練の視察会【新千歳空港】
• 他空港の訓練視察のニーズが高かったことから、令和５年度からの新たな

取り組みとして、A2-HQを対象とした他空港訓練の視察会を開催
• 令和５年度は北海道エアポート（株）の協力を得て、新千歳空港の大雪対応

に係わる情報伝達訓練の視察会を実施
• 28空港46名のA2-HQ関係者が対面・オンラインにより参加

■特になし
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【【６５】送電網の整備・強化対策【経済産業省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

台風や地震等、災害が激甚化する中、地域への安定的な電力供給を確保するうえで、送電網
を抜本的に強化していくことが重要。このため、エネルギー供給強靱化法が2020年6月に成立
したことを受け、国や電力広域的運営推進機関が率先して策定する送電網のマスタープラン
や、新しい託送料金制度に基づき、一般送配電事業者を中心として、送電網の強化に必要な
投資を行う。

KPI

※

＜KPI・指標の定義＞
①日本における平均停電時間（分／年）＝日本における１需要家あたりの年間停電時間（事故停電＋作業
停電）（分／年）
② マスタープラン※に基づく、送電網の整備率（％）＝整備済区間／計画区間（2区間）
※マスタープラン：2050年カーボンニュートラル実現を見据えた将来の広域連系系統の具体的な絵姿を示
す長期展望と、これを具体化する取組をまとめたもの。これを「広域連系系統のマスタープラン」と位置付
けている。東地域、西地域の2区間の計画策定プロセス実施中。
③（見直し）広域系統整備計画※に基づき整備を開始している連系線の増強運用容量の合計値に対する、
運開した増強運用容量の合計値の率（％）＝運開した増強運用容量の合計値/整備を開始している連系線
の増強運用容量の合計値
※2050年カーボンニュートラル実現を見据えた将来の広域連系系統の具体的な絵姿を示す長期展望
と、これを具体化する取組をまとめた「広域連系系統のマスタープラン」を踏まえて策定される地域間連
系線の整備計画のこと。

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
本対策による効果（KPIの変化）は、送電網整備を行う実施主体の公募を2024年度に行い、実施主体決定
後、実施主体が整備計画を策定し、経済産業大臣の認定を経て、送電網整備が実施されることから、本対
策による効果（KPI（平均停電時間）への影響）は整備完了後に発現

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
台風・地震等の自然災害を含む事故の発生など、不足の事態に応じてKPI・指標値に影響

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【経産】マスタープランに
基づく、送電網の整備率
（②）

補足
指標

％ 0 (R3) 0 0 0 0
100

（R14頃）
-

【経産】広域連系系統の

補足
指標

％ 0 (R3) 0 0 0 0
100

（R12）
-

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - - -

５か年
【経産】日本における１
需要家あたりの年間停
電時間（①）

KPI 分／年 16（Ｈ25） 10 25 - -
16

（R7）
16

（R7）

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） - - - - - -

執行済額（国費） - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・当時出ている最新の5年間（2016-2020年度）の停電時間の最小値。（直近5年間
の最小値である2017年度の数字を設定）

・2023年3月にマスタープランを策定し、本マスタープランに基づき、電力広域的運
営推進機関において東地域、西地域の2区間の計画策定プロセスを実施中。
2023年度末までに基本要件の検討を取りまとめ、2024年度に送電網整備を行う
事業実施主体の公募を行い、実施主体決定後、実施主体が整備計画を策定し、
経済産業大臣の認定を経て、送電網整備が行われる流れとなり、2025年度中に
東地域（北海道ｰ本州間）、西地域（九州-中国間）における送電網の整備に着手
し、早くて2032年頃に完工見込み。今後、実施主体決定後の整備計画の中で、
工期が正式に決まることから、そのタイミングにおいて必要な見直しを行う。

・当該送電網整備により、エリア間における電力供給の代替路線の確保や供給能
力の増強が図られることから、台風・地震等に対する送電網の脆弱性の克服に
寄与。

予算投入にお
ける配慮事項

・策定したマスタープランをもとに個別の整備計画の具体化を検討しつつ、新しい
託送料金制度に基づき、一般送配電事業者を中心として、送電網の強化に必要
な投資を行う。

地域条件等を
踏まえた
対応

・再エネ適地である北海道と大規模需要地である本州（東京）を結ぶことで、再エネ
の導入と、首都圏等に立地するエネルギーインフラが機能不全に陥った場合の
バックアップ機能の強化を図るため、全国大での送電ネットワークの増強を進め
る。

＜地域条件等＞ 地域間連系線の整備状況
2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、脱炭素化の要請がより一層強まる中、地域間連系
線の整備は、再エネの大量導入と電力のレジリエンス強化につながる。

1

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況、工夫等の例＞
■数兆円規模の系統整備に必要な資金調達環境の整備を進めるにあたって、運転開始前の資
金調達の円滑化や完工遅延リスク対応が課題として残ることから、GX脱炭素電源法において、
電力広域的運営推進機関に貸付業務の追加を講じた。
■具体的には、電気の安定供給の確保の観点から、特に重要な送電線の整備計画を経済産業
大臣が認定する制度を新設し、 認定を受けた整備計画のうち、再生可能エネルギーの利用の促
進に資するものについては、従来の運転開始後に加え、工事に着手した段階からも交付金を交
付できるようにした。

＜目標達成見通し判断の考え方＞
地域間連系線の整備については、長期間に亘る工期を経て完成することから、ア
ウトプットが当該年度のKPIの値には反映されず、将来のKPIの値に反映されるこ
ととなる。
マスタープランに基づく、北海道～本州間の海底直流送電等について、個別の整
備計画策定後に送電網の整備が開始されることとなるが、KPIの達成は可能と考
えられる。
なお、台風・地震等の自然災害を含む事故の発生など不足の事態に応じて、KPI
に影響を与える可能性がある。

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

＜加速化・深化の達成状況＞
■特段なし

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
■特段なし

【６６５】送電網の整備・強化対策【経済産業省】 （２／２）

（出典）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）（電力広域的運営推進機関2023年3月29日策定）のうち
ベースシナリオより作成

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

■再生可能エネルギーの大量導入への対応と電力融通の更なる円滑化のために、全国大での広域連系系統の形成を計画的に進めるべく、マスタープランを踏まえた送電網整
備の取組を着実に進める。

②効果事例の概要（個別地域の事例）
整理された事例なし

＜マスタープランの策定＞
■再エネ大量導入とレジリエンス強化のため、電力広域的運営推進機関において、2050年カー
ボンニュートラルも見据えた、広域連系系統のマスタープランを2023年3月に策定・公表
■2024年6月に中部関西間連系線の広域系統整備計画を策定。また、東地域（北海道～東北～
東京間）の海底直流送電及び中国九州間連系設備（関門連系線）の整備計画については2025
年度中に策定予定

マスタープラン※を踏ま
えた送電網（増強運用容
量：875万kW（広域系統
整備計画策定時点))の整
備完了率（③）

広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン） （令和５年３月電力広域的運営推進機関）
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＜予算投入における配慮事項＞

＜地域条件等＞
該当なし

【【６６】災害時に役立つ避難施設防災拠点の再エネ・蓄エネ設備に関する対策【環境省】（１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

避難施設等として位置づけられた公共施設への再生可能エネルギー設備等の導入
を支援し、災害時にもエネルギー供給等の機能発揮を可能とする。

KPI

＜KPI・指標の定義＞

① 災害・停電時に再生可能エネルギー設備等からのエネルギー供給等によって本来の機能
発揮を可能とした避難施設・防災拠点の箇所数（累計）

② ①における導入完了率
③ ①における設備導入によるCO2排出削減量の合計値

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

• 避難施設・防災拠点への再生可能エネルギー設備等の導入が進むことにより、災害・停電
時に再生可能エネルギー設備等からのエネルギー供給等によって本来の機能発揮を可能
とした避難施設・防災拠点が増加し、KPI・補足指標が進捗。

指標
位置
づけ

単位

現状値
（年度）

※計画策定
時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

災害・停電時に
機能発揮を可
能とした避難施
設・防災拠点の
箇所数（①）

KPI 箇所 0（Ｈ30） 486 677 822
1,012

（見込み）
-

1,000
（R7）

アウト
プット

中長期

指定避難所（約
82,000か所）等
のうち、緊急に
整備が必要な
公共施設等
(4,000か所）に
おける災害時
に活用可能な
再生可能エネ
ルギー設備等
の導入完了率
（②）

KPI ％ 0（Ｈ30） 12.2 16.9 20.6
25.3

（見込み）
100

(R17)
25

（R7）

アウト
カム

中長期
設備導入補助
によるCO2排出
削減量（③）

補足
指標

t-CO2 0（Ｈ30） 459,684
593,42

6
719,253 885,504

（見込み）

1,231,759
(R12)

-

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） 5,500 980 393 643 991 8,507

執行済額（国費） 1,907 928 309 0 3,145

２．予算の状況（加速化・深化分）
②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状
況

・自治体への聞き取り調査等を踏まえ、災害・停電時に機能発揮を可能
とした避難施設・防災拠点の箇所数を「令和７年度までに1,000箇所」と
設定した。

・令和６年度に自治体への導入調査を実施し、その結果を踏まえ指定避
難所（約82,000箇所）等のうち、緊急に整備が必要な公共施設等(4,000
箇所）における災害時に活用可能な再生可能エネルギー設備等の導入
完了率を「令和17年度までに１００％」と設定した。

予算投入
における
配慮事項

・費用対効果（円/t-CO2）に関する補助上限を設けたほか、費用対効果
に係る採点比率を上昇させ、事業全体で費用対効果が向上するように
配慮。

・支援がより必要とされる市区町村（指定都市を除く）や離島において補
助率を高く設定（2/3又は1/2）。

・自治体の財政力指数を審査項目に設けることで、財政力指数が小さい
自治体に配慮。

地域条件
等を踏ま
えた対応

・台風・地震等の災害が頻発化・激甚化し、全国各地で大きな被害をもた
らしていることから、本対策においても全国各地で実施することが必要。

1

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素＞

• 太陽光発電設備、蓄電池の調達価格の変化
• 激甚災害の発生頻度上昇による自治体ニーズの変化

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
• 頻発する災害に対して避難施設等の非常用電源の確保が重要であり、脱炭素の潮流の中で、再生

可能エネルギー設備や蓄電池の導入のニーズが高まる一方、より専門的な知見を求められるため、
導入の際に、地方公共団体職員のみで費用効率性等の効果的な事業の検証が困難な場合が発生
している。また、昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を実施。

＜コスト縮減・工期短縮の取組例＞

＜目標達成見通し判断の考え方＞
• 再生可能エネルギー設備等の整備については、単年度で完了

する案件が多いことから、執行予算によるアウトプットが当該年
度のKPIの値に反映されるため、毎年度のKPIの値の増減幅は
一定となる。

• 本事業への応募件数は上昇傾向にあり、目標達成は可能。

達成見通し
達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能

□達成は困難

2

＜加速化・深化の達成状況＞
• 加速化対策により、達成すべき目標値を引上げ。

【６６６】災害時に役立つ避難施設防災拠点の再エネ・蓄エネ設備に関する対策【環境省】 （２／４）

100％

0

K
P
I

達
成
率

【KPI】 災害・停電時に機能発揮を可
能とした避難施設・防災拠点の箇所数

施策名
当初計画にお

ける
達成目標（R7）

加速化後の
達成目標（R

７）
達成の考え方

災害時に役立つ避
難施設防災拠点の
再エネ・蓄エネ設備

に関する対策

800 1,000

災害・停電時に再生可能
エネルギー設備等からの
エネルギー供給等によっ
て本来の機能発揮を可能
とした避難施設・防災拠点
が1000箇所となる

①コスト削減の取組事例
（岡山県倉敷市）

設備工事などの初期コストだけでなく、保守・点検などのランニングコストも包括した事業採算
性を検討した結果、導入方式をPPA方式とすることで、年間約700万円のコスト削減が達成さ
れた。

取組例＞

①コスト削減の取組事例
（岡山県倉敷市）

倉敷市水道局片島浄水場内に設置した太陽光発電設備

1,907百万円 2,835百万円

49%

68%

82%

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
• 該当なし

101%

3,145百万円
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【【６９】LPガス充填所の災害対応能力強化対策【経済産業省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

• ＬＰガスは、全国総世帯の約4割で使用。導管に依存せず、ボンベにて供給される分散型エ
ネルギーであることから、災害時には、電力・都市ガスの導管供給が分断された場合にも
利用可能。

• こうしたLPガスの地域での供給の拠点として、中核となるＬＰガス充填所の新設、既存の中
核充填所における非常用自家発電設備や燃料タンクの増強、基礎・架台の嵩上げ、緊急
通信設備等の導入など、災害時でもＬＰガス供給を途絶させないための機能強化に係る施
設整備の支援を実施。

＜KPI・指標の定義＞
• 中核充填所の機能強化等の件数

※ 非常用発電設備や緊急通信設備等を備えた中核充填所の新設、及び、既存の中核充填
所の機能強化（燃料タンクの増強や基礎・架台の嵩上げ等）の件数

※ 災害時においても稼働可能なLPガス充填所の数が増えることで、災害時におけるLPガス
供給体制が確保されることとなるため、その件数を指標とする。

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
• 本対策を推進することにより、非常用自家発電設備や燃料タンクの貯蔵容量の増強、基礎・

架台の嵩上げなどの機能拡充を実施した中核充填所が増加し、KPIが進捗する。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
• 特になし。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期
【経産】中核充填所の
機能強化等の件数（令
和２年度から開始）

補足
指標

件
15

（R3）
16 20 41

68
（Ｒ7）

-

68
（R7）

５か年
【経産】中核充填所の
機能強化等の件数（令
和２年度から開始）

KPI 件
15

（R3）
16 20 41 -

68
（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） - - - - - -

執行済額（国費） - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

• 今後想定される大規模地震等に備え、ＬＰガス供給の安定確保を図るため、災
害時に停電しても供給を継続することができるよう、全国約340か所のＬＰガス
中核充填所※の設置を支援。
※現在までに非常用発電設備や緊急通信設備等を備え事業者が共同利用可能な中核
となる充填所

• 目標値は、地域の事業者が共同利用することを踏まえ、需要家数や事業者の
操業範囲を考慮した立地を前提とし、また、中核充填所の当初整備後10年以
上を経過していく際の設備更新に合わせて機能強化を順次図っていくことを想
定して設定。

• なお、今後の燃料需要減少を勘案し、目標値を見直す可能性はありうる。

予算投入にお
ける配慮事項

• 中核充填所の新設について重点的に配分することとしている。

地域条件等を
踏まえた対応

• 中核充填所は、充填所が少ない地域に優先的に立地するように配慮されてい
る。

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況、工夫等の例＞

災害対応能力強化について、継続して周知・啓発に取り組むことで、引き続き目標値に向けて支
援を行う。

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
• 令和5年度補正予算事業においても、中核充填所を含む充填所への機能強化に向けた支援を実

施しているところであり、引き続き、各地方経済産業局や自治体、業界団体、業界紙等を通じて、
取組の重要性について周知・啓発を進めていく。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
• 人口減や電化浸透の中でLPガス需要が減少している中、充填所の統合や廃止を通じて充填所数

も減少傾向にある。加えて、中核充填所は事業者にとって事業上のメリットが薄いことから、中核
充填所の新設が進まない状況。

• そのため、取組の重要性に係る周知・啓発や支援制度の見直し等の必要がある。

＜加速化・深化の達成状況＞
• 該当無し

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

【【６９】LPガス充填所の災害対応能力強化対策【経済産業省】 （２／２）

４．効果事例の概要（全国の状況）

•
•
•

•

•
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【【７０－１】水道施設（浄水場等）の耐災害性強化対策【国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

2,000

発電機容量：625KVA
【実績】
稼働時間：１２時間（最大13時間）
燃料の確保：備蓄燃料及び補充

（A重油約11時間分）
取水・配水ポンプ数：11台

開口部の移設水密扉への改修

対策前

対策後

被災状況
対策後

3

【【７０－１】水道施設（浄水場等）の耐災害性強化対策【国土交通省】 （４／４）

4

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

＜非常用自家発電設備設置事業＞
実施主体：茨城県企業局
実施場所
事業概要 625 VA

30 000L 3

事業費：全体事業費4.69億円
（うち５か年加速化対策による事業費1.17億円）

効 72

進捗状況やこれまでの成果をよく検証し、令和７年度の目標達成を目指す。
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【【７０－２】上水道管路の耐震化対策【国土交通省】（１／２）
１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

地震災害等で破損した場合に断水影響が大きい上水道の基幹管路（導水管・送水管・配水本管）について、
耐震化等の対策を強力に推進することにより、国民生活や産業活動に欠かせないライフラインである水道
の耐災害性を強化し、災害等による大規模かつ長期的な断水のリスクを軽減する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
①（耐震適合性のある基幹管路の延長）／（基幹管路の総延長）×100
②（対象全導水管・送水管のうち、耐震適合性のある延長）／（対象全導水管・送水管の全延長）×100
③対象全重要施設のうち、接続する水道・下水道の管路等の両方が耐震化されている箇所数）／（給水区域内かつ下水道
処理区域内における重要施設の箇所数）×100
＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
耐震適合性のある管へ更新することによりKPIが進捗
＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
広域化の進展により上水道事業に簡易水道事業が統合されたことなどにより、基幹管路の総延長及び耐震
適合性のない管の延長が増加しており、耐震適合性のある管路延長は増加しているものの、当初想定より
も耐震適合率が上昇していない。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年
【国交】上水道の基幹
管路の耐震適合率①

KPI ％ 40.3（Ｈ30） 41 42 43 -
54

（R7）

中長期

【国交】上水道の基幹
管路の耐震適合率①

補足
指標

％ 40.3（Ｈ30） 41 42 43
60

（R10）
54

（R7）
【国交】水道の急所施
設である導水管・送水
管（約62,000km）の耐
震化完了率②※

KPI ％ ｰ ｰ ｰ 43
100

（R31）
-

アウト
カム

中長期

【国交】給水区域内か
つ下水道処理区域内
における重要施設（約
35,000か所）のうち、接
続する水道・下水道の
管路等の両方が耐震
化されている重要施設
の割合③※

KPI ％ ｰ ｰ ｰ 9
100

（R36）
-

指標 R3 R4 R5 R6※3 R7※3 累計

インプット

予算額（国費） 39,000 17,698 17,698 17,698 20,812 112,906

執行済額（国費） 22,961 13,389 14,165 6 50,522

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の考え方、
見直し状況

・目標値は３か年緊急対策の年間進捗率を踏まえて設定。
・令和６年度末時点で、5カ年加速化対策のKPIや目標値、対象箇所（分母）等の見直しは未実施。

予算投入における
配慮事項

・被災した際に影響が大きい施設の整備を優先的に行う必要があるため、影響戸数の多い施設
に予算を投入。
・経営条件の悪い事業体を優先的に予算を投入するために、資本単価要件を設定。

地域条件等を踏ま
えた対応

・重要給水施設への管路については、優先的に更新

＜地域条件等＞

1

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
中小規模の事業者において耐震化計画の策定率が低い

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し変更の理由＞

達成見通し □達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 達成は困難

施策名
当初計画における

達成目標
加速化後の
達成目標

達成目標の考え方

上水道管路の耐震化対策 49％ 54％
基幹管路の耐震適合率を54％とし、大規
模かつ長期的な断水のリスクを軽減する。

＜加速化・深化の達成状況＞

• 水道事業の広域化により上水道事業に簡易水道事業が統合されたことによって、新た
に簡易水道事業の耐震適合性のない管の管路延長が評価対象に加わったため、耐震
適合率が年間で約1％ずつの向上にとどまり、当初想定より上昇しなかった。

• 今後、R6～R7の2年間で耐震適合率を約10％向上させることは、これまでの進捗を踏ま
えると困難であることから、5カ年計画目標（R7に54％）の達成は困難である。

＜取組例＞
水道事業者等が耐震化計画を容易に策定できるよう、厚生労働省において、耐震化計画
策定指針を策定して、水道事業体の支援を行っている。

重要施設に接続する水道管路
の耐震適合率（R5末）

※基幹管路に配水支管を合わせた
耐震適合率を記載している

■ 本対策により令和７年度の達成水準を向上

※

基幹管路 水支管を合わ た

※ 70-1 70-2
※ ※

【【７０－２】上水道管路の耐震化対策【国土交通省】 （２／２）

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

５か年加速化対策等により実施している基幹管路の耐震管への取替により、
全国各地で耐震適合率があがっている。

取組状況

②効果事例の概要（個別地域の例）

1.9km
200mm 400mm

,
, ,

耐震管の布設工事状況

！

耐震性の高い管路の例

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

進捗状況やこれまでの成果をよく検証し、令和７年度の目標達成を目指す。

2

5
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指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 0 1,272 1,450 1,484 1,668 5,874

執行済額（国費） 0 1,118 1,184 26 2,329

【【７１】工業用水道の施設に関する耐災害性強化対策【経済産業省】（１／２）
１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

工業用水道事業者が耐震対策や浸水対策といった耐災害性強化対策を「事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）」等の策定を通じて講じることにより、災害発生時においても、工業用水の安定供給を確保
する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※

２．予算の状況（加速化・深化分）

1

＜KPI・指標の定義＞
①工業用水道事業のうち、最大規模の地震を想定したBCPを策定している事業

②工業用水道の基幹管路のうち、耐震適合性のある管路延長

③浸水害が想定される工業用水道事業のうち、浸水害を想定したBCPを策定している事業

④浸水害が想定される工業用水道事業のうち、浸水害を想定したBCP等に連携し浸水対策を実施している

事業

⑤工業用水道事業のうち、長期停電を想定したBCP等に連携し停電対策を実施している事業

⑥工業用水道の取水施設のうち、耐震対策の施された取水施設能力

⑦工業用水道の浄水施設のうち、耐震対策の施された浄水施設能力

⑧工業用水道の配水池のうち、耐震対策の施された配水池有効能力

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
以下（１）～（３）の取組が進展することにより、KPI・補足指標が進捗。
（１）最大規模の地震が想定される事業、浸水被害が想定される事業、停電対策が必要な事業がBCPを策
定
（２）耐震適合性のある管への更新
（３）浸水対策、停電対策を実施

＜対策以外にKPI・進捗値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

②対策の優先度等の考え方
対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

○工業用水道事業者に対するアンケートについて
アンケートは全工業用水道事業に対して実施。アンケート結果から以下の目標値を設定。
・耐震化対策については、耐震化率の推移を算定し、目標値を設定。
・浸水対策については、浸水想定区域に位置し、浸水対策が必要な事業を、停電対策について
は、停電対策を進める必要のある事業から対象事業数を決定し、目標値を設定。
・強靱化対策（耐震化対策、浸水対策・停電対策）はBCP等と連携した対策を行うことが重要で
あることから、上記対策が必要となる対象事業数を基に、BCP策定率の目標値を設定。
・令和６年度末の時点では、５か年加速化対策の目標値の見直しは未実施。

予算投入に
おける配慮
事項

事業者の安定的な工業用水の供給に向けた経営基盤の強化が重要であるため、予算は各事
業者の料金改定やコスト縮減の取組等による経営改善の取組状況を勘案して措置。

地域条件等
を踏まえた対
応

地域のハザードマップ等に基づき、耐災害性強化の必要性等を踏まえて対策を実施することと
している。

＜地域条件等＞
上記のとおり地域のハザードマップ等に基づき、耐災害性強化の必要性等を踏まえて実施

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

【経産】長期の停電を
想定した上での電源確
保対策を実施及び促
進させる事業数（⑤）

KPI ％ 35（R2） 64 70 72 72 -
100

（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - - -

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

(全国233事業)のうち、最
大規模の地震を想定し
たBCPの策定完了率

補足
指標

％ 79（R6） - - - 79
100

（R12）
-

【経産】工業用水道の
基幹管路(全国約7,900
km)の耐震適合率（②）

補足
指標

％ 50（R6） - - - 50
100

（R24）
-

75事業)のうち、浸水害

を想定したBCPの策定

完了率（③）

補足
指標

％ 60（R6） - - - 60
100

(R12)
-

【経産】浸水害を想定し
たBCP等と連携した浸
水対策(全国75事業)の

補足
指標

％ 39（R6） - - - 39
100

(R17)
-

【経産】長期の停電を
想定したBCP等と連携
した停電対策(全国233

補足
指標

％ 72（R6） - - - 72
100

(R17)
-

補足
指標

％ 36（R6） - - - 36
100

（R37）
-

【経産】工業用水道の

浄水施設(全国の浄水 補足
指標

％ 34（R6） - - - 34
100

（R37）
-

【経産】工業用水道の
配水池(全国の配水池 補足

指標
％ 36（R6） - - - 36

100
（R37） -

５か年

【経産】最大規模の地
震を想定したBCP策定
率（①）

KPI ％ 61（R2） 69 75 77 79 -
100
（R7）

【経産】工業用水道の
基幹管路の耐震適合
率（②）

KPI ％ 46（R2） 47 47 50 50 -
60

（R7）

【経産】浸水想定など
に基づき浸水対策を実
施及び促進させる事業
数（浸水害を想定した
BCP策定率)（③）

KPI ％ 35（R2） 43 47 56 60 -
100
（R7）

【経産】BCP等と連携し
た対策実施率（④）

KPI ％ 12（R2） 22 25 32 36 -
100
（R7）

③目標達成に向けた工夫

④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
更新需要の高まりや昨今の物価高、人件費の高騰等の財政的な課題に直面している事業
者に対しては、料金改定などによる収益基盤の強化及び、デジタル化や事業の効率化によ
るコストの縮減を通じた投資額捻出を促すことで、着実に強靱化を推し進めていく。また、広
報活動を通じた強靱化対策の取組事例の横展開を図る。
BCP策定についての重要性・必要性の認識不足を解消するため、事業者に対して、継続して
周知・啓発に取り組むことで、目標達成を目指す。

＜目標達成見通し判断の考え方＞
個別の対策箇所の事業内容に応
じて毎年度のKPIの値の増減幅が
変わる。
近年の激甚化・頻発化する災害か
らの復旧や漏水対策を優先して実
施していることから、当初の想定よ
りも進捗に遅れが生じ、浸水対策
については、令和７年度の達成目
標100％に対して令和６年度の進
捗率が36％となっており、達成が
困難となっている。
達成は困難であるものの、今後は
デジタル技術や民間活用等による
コスト削減とともに、実効性のある
計画策定を通じた経営改善をより
一層推し進めることにより、円滑な
対策を進めるなど、強靱化への取
組を促進していく。

達成見通し □達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 達成は困難

2

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により、工業用水道事業における基幹管路の耐震化適合率100％の達成年次
の前倒し

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
該当なし

【７７１】工業用水道の施設に関する耐災害性強化対策【経済産業省】 （２／２）

100％

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行率

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

工業用水道の基幹管路の耐震化 令和28年度 令和24年度
中期目標策定時、直近の耐震化率の伸び率
から完了時期を設定

100％

0％

＜コスト縮減や工期短縮の取組＞
○ふじさん工業用水道事業（静岡県）

大口ユーザーの利用廃止に伴い、維持管理費削減を目的に富士川工業用水道事業と東駿
河湾工業用水道事業を事業統合し、2022年４月からふじさん工業用水道事業として運営。
事業統合に伴う効率的な水運用への変更や、新ポンプ場の整備とあわせた官民連携手法の
導入により、将来の施設更新費や維持管理費を削減に向けた取組を実施している。

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

②効果事例の概要（個別地域の例）

激甚化・頻発化する災害が発生した場合で
あっても、産業活動の基盤となる工業用水の
安定供給を確保するために、工業用水道施
設における管路の耐震化・浸水対策・停電対
策等を実施。

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

2018年６月
大阪北部地震（漏漏水等の被害）
→ 製造業等、16社に供給支障。

2019年10月
台風19号（浸浸水・停停電等の被害）
→ 発電会社や製造業等、約280社に供給支障。

2022年９月
令和４年台風第14号（浸浸水等の被害）
→ 河川増水により浄水場冠水。

2023年６月
令和５年梅雨前線豪雨（浸浸水等の被害）
→ 河川増水により取水施設の損壊等。

自然災害による被害状況

管路の耐震化 施設のかさ上げ

該当なし。

災害発生時にも工業用水の安定供給を確保できるよう、継続して災害に備えた工業用水道
施設の強靭化を促進。
具体的には、昨今の物価高や人件費の高騰、更新需要の高まり等の事業環境の変化に対
し、デジタル技術や民間活用等によるコスト削減とともに、実効性のある計画策定を通じた経
営改善を推し進めることにより、工業用水道事業者による着実な強靱化への取組を促進。

KPI①
KPI⑤

KPI②
KPI③
KPI④

【経産】浸水が想定され

工業用水道事業(全国

の耐震化率（⑧）

有効能力：約140万m3)

施設能力：約1,590万m3

/日)の耐震化率（⑦）

【経産】工業用水道の

取水施設(全国の取水
施設能力：約2,490万m3

/日)の耐震化率（⑥）

事業)の完了率（⑤）

完了率（④）

【経産】工業用水道事業

（①）
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